
　

11
月
12
日
に
決
算
特
別
委
員
会
を
開
催
し
、一
般
会
計
と
11

の
特
別
会
計
の
決
算
を
審
査
し
ま
し
た
。一
般
会
計
の
決
算
額

は
、歳
入
総
額
約
２
９
９
億
円
、歳
出
総
額
約
２
９
３
億
円
で
、

差
し
引
き
形
式
収
支
は
約
６
億
円
。特
別
会
計
全
体
の
収
入
済

額
は
約
１
６
８
億
円
、支
出
済
額
は
約
１
６
０
億
円
で
、各
特
別

会
計
と
も
黒
字
決
算
で
し
た
。審
査
の
結
果
、認
定
す
べ
き
も
の

と
決
定
し
ま
し
た
。

　

主
な
質
疑
に
対
す
る
答
弁
の
概
要
は
、次
の
と
お
り
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
の
改
善
要
因
】
本
指
標
は
、
法
令
の
規
定

に
よ
り
平
成
19
年
度
か
ら
公
表
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
時
点
と

比
較
す
る
と
、
実
質
公
債
費
比
率
は
11
・
９
％
で
５
・
３
ポ
イ

ン
ト
、
将
来
負
担
比
率
は
53
・
９
％
で
46
・
４
ポ
イ
ン
ト
、
そ

れ
ぞ
れ
改
善
し
て
い
る
。
そ
の
要
因
と
し
て
は
、
普
通
交
付
税

と
臨
時
財
政
対
策
債
の
合
計
金
額
が
、
当
時
と
比
較
す
る
と

２
割
以
上
、
年
間
15
億
円
以
上
ふ
え
て
い
る
こ
と
、
過
疎
債

や
合
併
特
例
債
な
ど
、
交
付
税
措
置
の
あ
る
有
利
な
地
方
債

を
活
用
し
て
き
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
実
質
赤
字
比
率
及

び
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
、
赤
字
で
な
い
た
め
該
当
し
な
い
。

【
今
後
の
基
金
残
高
の
あ
り
方
】
こ
こ
数
年
で
積
立
額
が
ふ
え
、

残
高
に
つ
い
て
も
、
将
来
の
年
度
間
の
財
源
調
整
に
活
用
で
き

る
基
金
の
合
計
は
、
約
38
億
６
０
０
０
万
円
ま
で
増
額
し
て

い
る
。
今
後
は
、平
成
28
年
度
か
ら
32
年
度
ま
で
の
５
年
間
で
、

普
通
交
付
税
の
合
併
算
定
替
え
の
特
例
措
置
が
減
額
さ
れ
る

た
め
、
総
額
で
約
20
億
円
の
財
源
が
減
少
し
、
33
年
度
以
降

は
、
毎
年
、
現
行
よ
り
約
８
億
円
が
減
少
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。

そ
の
こ
ろ
に
は
財
政
規
模
の
縮
小
が
必
要
だ
と
考
え
て
い
る

が
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
一
気
に
落
と
す
こ
と
は
困
難
だ
と
思
わ

れ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
と
き
に
備
え
、
積
み
立
て
る
こ
と
が
で

き
る
と
き
に
積
み
立
て
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
る
。

一
方
で
、
現
在
地
域
経
済
が
停
滞
し
、
市
民
か
ら
さ
ま
ざ
ま

な
要
望
が
あ
る
こ
と
も
認
識
し
て
お
り
、
市
民
福
祉
の
向
上

や
地
域
経
済
の
発
展
等
の
た
め
、
必
要
な
事
業
に
つ
い
て
は
、

基
金
の
取
り
崩
し
を
し
て
で
も
積
極
的
に
対
応
し
た
い
。

【
財
政
力
指
数
の
落
ち
込
み
の
要
因
】
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の

影
響
も
あ
る
と
思
わ
れ
る
平
成
21
年
度
の
法
人
市
民
税
の
約

１
億
５
０
０
０
万
円
の
減
少
、
評
価
が
え
の
影
響
等
に
よ
る
固

定
資
産
税
の
約
２
億
１
６
０
０
万
円
、
22
年
度
の
個
人
市
民
税

の
約
２
億
円
の
減
少
な
ど
が
、
大
き
な
要
因
だ
と
思
っ
て
い
る
。

【
市
税
増
収
の
た
め
の
施
策
】
中
小
企
業
融
資
あ
っ
せ
ん
事
業

や
収
益
性
の
高
い
農
業
を
目
指
す
畑
作
振
興
基
金
活
用
事
業
、

６
次
産
業
化
を
含
め
た
地
域
産
業
支
援
活
用
商
品
化
事
業
な

ど
、
事
業
経
営
安
定
化
に
向
け
た
支
援
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
シ
ョ
ッ

プ
事
業
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
係
る
新
た
な
産
業
創
出
な

ど
、
起
業
へ
の
支
援
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
ま
た
、
能
代

ブ
ラ
ン
ド
戦
略
の
推
進
と
し
て
、
地
域
の
魅
力
を
掘
り
起
こ
し
、

そ
れ
を
販
売
に
結
び
つ
け
る
仕
組
み
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
お

り
、
特
に
、
定
住
人
口
が
減
少
す
る
中
で
、
交
流
人
口
に
よ
る

経
済
効
果
が
期
待
さ
れ
る
観
光
は
、
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
が
最
も
必

要
な
産
業
で
あ
り
、
情
報
発
信
力
の
強
化
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

【
本
市
の
負
担
に
係
る
全
て
の
地
方
債
の
残
高
】
平
成
23
年

度
末
で
、
一
般
会
計
が
約
２
８
１
億
円
、
こ
れ
に
特
別
会
計
、

企
業
会
計
及
び
一
部
事
務
組
合
の
本
市
の
負
担
相
当
分
を
加

え
た
合
計
額
は
、
約
４
６
３
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

【
人
件
費
に
係
る
経
常
収
支
比
率
の
類
似
団
体
と
の
比
較
】

平
成
22
年
度
の
比
較
で
、
普
通
会
計
で
は
０
・
８
ポ
イ
ン
ト

下
回
っ
て
い
る
が
、
一
部
事
務
組
合
を
含
め
た
再
計
で
は
、

逆
に
高
く
な
っ
て
い
る
。

【
経
常
的
な
物
件
費
に
係
る
一
般
財
源
の
増
加
】
こ
こ
数
年
の

増
加
の
内
訳
と
し
て
は
、
日
本
脳
炎
等
の
予
防
接
種
の
費
用
、

除
排
雪
対
策
費
、
小
学
校
の
改
築
に
伴
う
電
気
料
等
の
光
熱

水
費
や
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
に
伴
う
人
件
費
に
か
わ
る

物
件
費
の
増
加
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
は
、
い
ず
れ
も

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
向
上
の
た
め
に
必
要
な
経
費
で
あ
り
、

従
来
の
経
常
的
な
経
費
に
つ
い
て
は
節
減
に
努
め
て
い
る
。

【
今
後
の
簡
易
水
道
事
業
の
あ
り
方
】
国
か
ら
は
、
経
営
基
盤

が
脆
弱
な
簡
易
水
道
事
業
の
統
合
を
推
進
し
、
給
水
サ
ー
ビ

ス
水
準
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
っ

て
い
く
な
ど
の
方
向
性
が
示
さ
れ
て
お
り
、
本
市
で
も
、
こ

れ
に
基
づ
き
、
簡
易
水
道
事
業
統
合
計
画
を
策
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
今
後
も
、
公
営
事
業
と
し
て
適
正
な
運
営
を
し

て
い
き
た
い
。
将
来
的
に
は
公
営
企
業
化
に
つ
い
て
も
検
討

し
た
い
が
、
住
民
の
理
解
を
得
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

【
国
民
健
康
保
険
税
の
収
入
未
済
額
】
平
成
23
年
度
の
収
入

未
済
額
は
、
約
５
億
９
５
１
６
万
円
で
、
前
年
度
比
較
で
約

２
１
２
０
万
円
、
滞
納
世
帯
は
２
，
２
２
４
世
帯
で
、
４
世

帯
増
加
し
て
い
る
。

【
介
護
保
険
特
別
会
計
の
今
後
の
運
営
】
保
険
料
が
今
年
度
か

ら
31
％
台
の
値
上
げ
と
な
り
、
市
民
に
負
担
を
か
け
て
い
る
。

今
後
に
つ
い
て
は
、
税
と
社
会
保
障
の
一
体
改
革
の
中
で
低
所

得
者
に
対
す
る
支
援
な
ど
に
つ
い
て
も
検
討
さ
れ
て
お
り
、
注

視
し
て
い
き
た
い
。
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
に
つ
い
て
は
、

状
況
に
よ
っ
て
は
、
検
討
課
題
に
な
る
こ
と
も
あ
る
と
思
う
。

  
23
年
度
一
般
会
計
と

　  
特
別
会
計
の
決
算
を
認
定

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

歳入  299億723万3105円

一 般 会 計 決 算 状 況

自主財源 27.4％ 依存財源 72.6％

市　税
20.6

地方交付税
30.9

諸収入 2.3

4.5
他
の
そ

3.3
他
の
そ

市債
13.6

国庫支出金
15.7

県支出金
9.1

歳出  293億4120万8850円

義務的経費 42.9％ その他 37.1％投資的経費
20％

物件費
10.8

補助費等
10.4

繰出金
9.9

普通建設・
 災害復旧
20

維持補修費 0.5

積
立
金
４

投資出資貸付金 1.5 

人件費
16.0

扶助費
17.4

公債費
9.5

の し ろ 市 議 会 だ よ り
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